









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































三浦義道 『保険法論』 Ⅰ－③ Ⅱ－① ？







英　国 （判例の集積によるが） Ⅰ－② Ⅱ－① Ⅲ－②
米　国 （州によって異なるが、概ね） Ⅰ－② － Ⅲ－②
中　国 （実態不明のため、条文だけで判断して） Ⅰ－③ ？ 枠外






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































①家族の生活保障 △ 〇 〇
②相続財産代わり × 〇 〇
③相続税納税準備 〇 〇 〇
④葬儀費準備 〇 〇 〇
（327）
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⑤債権担保 〇 △ 〇
⑥財産贈与 △ 〇 〇
⑦退職金資金手当て 〇 × 〇
⑧事業承継資金手当て 〇 × 〇












































































































































































　　 ・財産創出機能・・・・・  ②相続財産対策、⑥財産贈与





































































































































































































































　　≠保険契約者 *1 　　他人のための・・」 　　自分のための・・」
損害保険契約の慣用用語の再構築
現行（保険契約者中心） 改正（被保険者中心）
ａ　被保険者＝保険契約者 ×「自分のための・・」 〇「（自分の利益の）自分で
　　する・・」
（314）
68
ｂ　被保険者≠保険契約者 ×「他人のための・・」 〇「他人にしてもらう・・」
ｃ　被保険者＝保険金受取人 〇「自分のための・・」
ｄ　被保険者≠保険金受取人 *2 〇（他人のための・・）
ｅ　保険契約者＝保険金受取人 〇「自分のための・・」
ｆ　被保険者≠保険契約者 〇（他人にしてもらう、
　　＝保険金受取人 *2 　　他人のための・・）
ｇ　被保険者＝保険金受取人 ×「他人のための・・」 〇「他人にしてもらう、
　　≠保険契約者 　　自分のための・・」
注１　〇は生保と損保が一致、×は生保と損保が不一致
　２　*１　 死亡保険においては、被保険者＝保険金受取人を否定するこ
とも考えられる。
　３　*２　被保険者≠保険金受取人は現時点では否定されている。
註
（63）　同意主義採用によって生命保険契約が他の主義とくに利益主義の場合と比
べてより大幅なモラルリスクを許容したかといえば、その結論のためにはさ
らなる検証が必要と考える。そもそも利益主義を採用した明治23年旧商法
（保険法の分野）は、施行されないまま親族主義に修正されたのであって、
わが国では利益主義の下ではモラルリスク抑止効果が高いという実績経験は
持ち合わせていない。にもかかわらず、利益主義であれば同位主義よりモラ
ルリスク抑止効果があると考えるのは、多分に損害保険契約の発想に引きず
られているように思われる。その仮説を否定する材料はいくつでも挙げう
る。例えば、日本人全体の道徳感が変化しており、その変化の下ではいかな
る主義を採用していても同様なモラルリスクに当面していたはずであるとい
う反対仮説が成り立ちうる。利益主義の大部分が親族主義と重なるが、親族
主義のシンボルともいうべき大家族主義はつとに崩壊し、核家族制の下で
は、兄弟は他人の始まりとまで言われている。夫婦間の殺伐たる世相は多言
を要しない。刑法における尊属殺重罰規定が憲法違反とされ廃止されたのは
1995年であるが、そのときすでに子が親を殺す事件が散見され、その多くに
もっともな事情が介在していることが理由の一つとして挙げられている。こ
の頃すでに親族関係の柱ともいうべき血縁関係に揺らぎが出ており、これは
親族主義の機能劣化であると同時に利益主義の機能劣化でもありえたと考え
られる。
（64）　マーケティングの視点からする限り、同意主義に勝るものはない。わが国
（313）
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が同意主義を早くも明治44年に採用し、以来今日までそれを貫いてきたこと
になるが、その間わが国の生命保険業界が途中で第二次世界大戦敗戦による
挫折に遭いながら今日の隆盛を勝ち得たのは、いろいろな要素の相乗効果で
あったとしても、そのひとつとして、同意主義を堅持したことがあげられて
よいと考える。
（65）　同意主義のもたらす効用として、被保険者の自己決定権の確立がある。利
益主義、親族主義のいずれも被保険者同意を必要としないから、被保険者の
知らない間に生命保険契約を締結してよいことになる。そのようなことが今
日の社会で許されるはずはない。同意主義への大きな潮流は、単にモラルリ
スク抑止の効果だけの問題ではない。自ら生命を保険の目的とする契約の締
結にあたって、それを最終的に決定するのは当の本人でなければならないと
する被保険者自身による決定が、これからの生命保険契約法に今まで以上に
明確に打ち出されるべきであろう。同意主義の廃止はその点だけでも時代の
流れに逆行することになろう。
（66）　生保試案（2005年確定版）では「680条の３　重大事由による解除」が新
設条項として採用されている。
（67）　山下・保険法210頁、岡田智司「定額保険契約の累積と不正受給目的の関
係」文研論集120号167頁（1997年）。
（68）　他社契約照会制度とは、平成14年４月以降、生命保険協会および全国共済
農業組合連合会がそれぞれ管理する契約情報を相互に照会できるようにした
もので、これによりモラルリスク対策が隣接業界を含めより幅広く対応でき
るようになった。
（69）　生保試案（2005年確定版）では「678条の２　他の生命保険契約の告知義
務」が新設条項として採用されている。
（70）　大森・保険法98頁。
（71）　損害保険契約の被保険者は保険金受取人でもあるが、生命保険契約の被保
険者は保険の目的にすぎず、保険金受取人とは別と認識されるため、損害保
険契約の被保険者を生命保険契約においては保険金受取人に読み替える必要
があることは、現行法制の誤解を招き易い点であり、講学用の各書において
指摘されている。この点に関し、明治44年の商法改正に先駆け、明治40年８
月に生命保険会社協会の意見として、「生命保険契約にける当事者の名称の変
更」を願い出た経緯が窺える。その内容は現行商法が法文の準用に際し、損
害保険の被保険者を生命保険では保険金受取人と読み替えるため解釈上疑義
を生ずることが多い、とした上で「生命保険の目的たる人には『保険の目的
なる者』なる名称を付し、保険契約の利益を受くべき者を被保険者と称し、
他人のためにする契約にあっては其利益享受者を被保険者とし、否らざる場
合には保険契約者は即ち被保険者なりとすること損害保険と同一にせられん
ことを希望す」とするものであった（「本邦生命保険業史」保険銀行時報社編
（312）
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147頁）。結果は実現せず今日に至っている。この提案書を見る限り、自己の
生命の保険の受取人についてどう考えたのかは不明だが、もし提案が実現し
ておれば、生命保険契約においても一つの生命に複数の被保険者が成立した
ことになる。提案が採用されなかったのは、生命保険契約における被保険者
はあくまで主体被保険者だけであるという歴史的現実から余りにもかけ離れ
ていたためではなかったかと推定される。
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